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【重点事項の推進】

令和２年度は、最小の経費で最大の効果を挙げる予算編成とし、南丹市の将来を見据えた次の重点
事項を推進していく。

〇 子育て環境を充実させ、若者が定住できるまちづくり
  ・民間保育所の誘致や放課後児童対策などによる子育て環境の充実

  ・人とモノが大きく流れる地域経済活性化による定住の促進

  ・誰もが住みたくなるまちづくりのためのＪＲ八木駅舎及び周辺整備の推進

  ・空き家を活用した移住・定住につながる取り組みの推進

  ・住み続ける人を大切にし、人や企業に選ばれる魅力あるまちづくりの推進

〇 農業振興や企業誘致による産業に活気のあるまちづくり
  ・有害鳥獣からの被害の軽減や地域資源の利活用の推進

  ・南丹市の特産農産物の高付加価値化を図り農業の担い手育成など農業の活性化の推進

  ・将来の南丹市を強く大きくするための産業が立地できる条件づくりの促進

〇 福祉や防災など、安全で安心な暮らしを守るまちづくり
  ・過疎地域における医療体制確保のための取り組みの推進

  ・地域の安全な暮らしを支え防災力を向上させるリーダーの育成と災害に強いまちづくりの推進

  ・子どもから高齢の方まで誰もが住み慣れた地域で安心して住み続けられる体制づくりの充実

〇 地域の個性を生かしたまちづくり
  ・園部藩立藩400年や大河ドラマ放送を契機とした観光宣伝の推進

  ・観光資源の発掘と地域の歴史的魅力の発信

  ・市民とともに自然環境を生かし・守る取り組みの推進

〇 教育・文化の振興と人権尊重のまちづくり
  ・特別教室の空調設備など安心して学べる教育環境の充実

  ・生涯学習活動や地域住民の交流など多様な活動の拠点づくりの推進

  ・豊かな心を育む読書教育の推進

  ・互いを認め合う人権尊重のまちづくりの推進

〇 行財政改革に基づくまちづくり
  ・市民ニーズの変化などによる公共施設等の集約・廃止など計画的な再配置の推進

  ・民間事業者の専門的な知識と経験の利活用による行政サービスの効率化の推進

  ・近隣市町等と広域的に連携を図る事業の推進

  ・地域産品の活用とともに財源確保のためのふるさと納税の推進

１　当初予算の概要
（１）予算編成方針

　国においては、これまで世界的にも経験したことがない人口減少・少子高齢化の進行、第４次産業革命の
到来、地方経済の活性化、大規模自然災害の頻発など、国が直面する喫緊の課題は、枚挙に暇がない。
　地方では、地方創生の取組や大量に更新時期を迎える公共施設の適正管理などに積極的に取り組んでいく
必要がある中、地方財政は、社会保障関係費などの義務的経費の増加など引き続き厳しい状況にあり、歳出
改革等を進め財政健全化を図ることが課題である。
　本市においても、人口減少、少子高齢化の進展による集落機能の低下や毎年のように発生する自然災害に
よる市民生活への影響など懸念されるところである。そうした中、子育て施策の充実、防災・減災対策、新
たな産業と雇用創出、観光・商工業・農業分野の活性化など民間のノウハウも最大限活用しながら様々な施
策に優先順位をつけ意欲的に取り組んでいかなければならない。
　しかし、歳入では、市民税や固定資産税の減収に加え、普通交付税の合併算定替は最終年度を迎え、今
後、一般財源が減少する見通しであり、さらに財政的に有利な地方債である過疎対策事業債や緊急防災・減
災事業債の活用については、現状では令和２年度末までとなっており、先行きが不透明な状況である。
　一方、歳出では会計年度任用職員制度による人件費、高齢化に伴う社会保障関係費、市役所本庁舎の整備
や公共施設の老朽化対策に係る費用の増嵩など財政を取り巻く状況はより一層厳しさを増してくることか
ら、限られた財源を効率よく有効に活用するため事業の選択と集中を図り、歳入に見合った財政規模への転
換を図っていくことが重要である。　
　令和２年度の予算編成に当たっては、厳しい財政状況の中、様々な行財政課題や大型事業への対応など市
民の要請に応えていくために、職員一人ひとりが創意工夫と新たな視点を持ち、１０年後、２０年後のまち
の姿も見据え、力強く元気で夢のある施策を推進するため、以下の重点事項に沿って予算編成を行う。
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（２） 当初予算の概要

【子育て】

○ 子宝祝金事業 23,419 千円

○ 子育て手当支給事業 37,720 千円

○ 入学祝金支給事業 17,690 千円

○ 京都子育て支援医療費助成事業 67,439 千円

○ すこやか子育て医療費助成事業 4,921 千円

○ 放課後児童健全育成事業 98,366 千円

○ 地域子育て支援事業 7,598 千円

・赤ちゃん応援隊活動事業 168 千円 ※

○ 要保護児童対策事業 13,506 千円

○ ファミリーサポート事業 1,627 千円

○ 児童手当支給事業 400,052 千円

○ 子ども・子育て支援給付事業 38,538 千円 ※

〇 第三の居場所運営管理事業 6,584 千円 ※

〇 ブックスタート事業 344 千円 ※

〇 保育所管理運営費 163,783 千円

〇 子育てすこやかセンター管理運営費 　 14,833 千円 ※

○ 児童福祉施設整備事業 367,002 千円 ※

○ 民間保育所等運営支援事業 292,879 千円 ※

【定住】

○ 定住促進事業 83,370 千円

・わくわく地方生活実現事業 2,000 千円 ※

・定住促進地域イベント支援事業 1,200 千円 ※

・Ｕターン者住宅購入等支援事業 1,350 千円 ※

○ 駅関連施設管理運営費 43,533 千円

・園部駅西口広場自転車等駐車場事業 18,741 千円 ※

　予算編成方針に基づく主要な事業は、次のとおりです。
　　　（○は、予算事業　・は、事業のうち抜粋）

（1） 子育て環境を充実させ、若者が定住できるまちづくり
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〇 バス運行事業 125,306 千円

〇 山陰本線駅舎等整備事業 915,219 千円 ※

○ 道路新設改良事業 201,300 千円

〇 都市計画策定事業 4,548 千円

〇 土地区画整理事業 27,854 千円

○ 都市計画街路事業 68,910 千円

○ 都市計画公園事業 19,207 千円 ※

【農林水産業振興】

○ 京野菜等産地育成事業 33,783 千円

○ 担い手育成事業 46,475 千円

○ 農地中間管理事業 8,301 千円

○ 南丹市がんばる農業応援事業 50,000 千円

○ 京の水田農業総合対策事業 26,000 千円

○ 新集落営農総合対策事業 2,250 千円

○ 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 20,000 千円

○ スマート農林水産業加速事業 10,000 千円

○ 京野菜集出荷・加工体制整備事業 240 千円 ※

○ メタン発酵消化液等の肥料利用の促進事業 5,923 千円 ※

○ 多面的機能支払事業 161,556 千円

○ 土地改良事業 23,571 千円

○ 地籍調査事業 2,022 千円 ※

○ 林道・作業道事業 26,324 千円

○ 特用林産振興事業 1,196 千円 ※

○ 森林整備事業 29,997 千円

・森林経営管理推進事業 14,747 千円 ※

○ 野生鳥獣被害総合対策事業 177,724 千円

・有害鳥獣捕獲対策事業 122,004 千円 ※

・鳥獣害防止総合対策事業 55,000 千円

（2）農業振興や企業誘致による産業に活気のあるまちづくり
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○ 里山再生整備事業 11,622 千円

○ 内水面漁業振興対策事業 13,592 千円

【商工・産業・観光振興】

○ 商工振興助成事業 16,013 千円

○ 企業支援事業 40,874 千円

・南丹市販路開拓支援事業 3,000 千円

○ 南丹ブランド推進助成事業 1,100 千円

○ 観光協会事業 4,521 千円 ※

○ 観光文化資源活用推進事業 1,646 千円 ※

○ 美山町自然文化村推進事業 489,283 千円 ※

・美山町自然文化村河鹿荘整備事業 477,882 千円

【保健・医療・福祉・健康】

〇 福祉医療費支給事業 171,679 千円

〇 重度心身障害老人健康管理事業 83,583 千円

○ 地域福祉推進事業 74,907 千円

○ 生活困窮者自立支援事業 30,720 千円

○ 成年後見制度利用促進事業 6,906 千円 ※

○ 自立支援給付事業 1,017,410 千円

○ 地域生活支援事業 92,479 千円

○ 発達支援センター管理運営費 39,821 千円

○ 障害者計画策定事業 5,238 千円 ※

〇 老人医療費支給事業 27,872 千円

○ 高齢者福祉サービス事業 49,564 千円

○ 介護支援事業 8,724 千円

○ 地域密着型サービス等整備助成事業 37,795 千円 ※

○ 母子保健事業 12,487 千円

○ 育児支援事業 3,483 千円

○ 妊産婦健康診査事業 20,169 千円

○ 健康づくり推進事業 2,159 千円

（3）福祉や防災など、安全で安心な暮らしを守るまちづくり
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○ 各種検診事業 65,762 千円

○ すこやか健診事業 16,750 千円

○ 予防接種事業 91,775 千円

○ 直営診療所管理運営費 42,244 千円 ※

○ 公設民営診療所施設管理助成事業 25,730 千円

【安心・安全】

〇 移動通信用施設整備事業 37,195 千円 ※

〇 公衆防犯灯設置事業 8,027 千円

○ 高齢者運転免許証自主返納支援事業 1,740 千円

〇 高齢者運転免許講習実施支援事業 2,475 千円

○ 京都府営等事業 20,670 千円

○ 治山事業 78,760 千円

○ 道路・橋梁維持管理事業 263,794 千円

○ 道路除雪事業 27,089 千円

○ 河川維持事業 43,570 千円

○ 公営住宅整備事業 100,200 千円 ※

○ 住宅耐震化事業 7,820 千円

○ 消防団活動推進費 45,913 千円

○ 消防水利整備事業 19,000 千円

○ 消防団活動拠点施設整備事業 35,816 千円 ※

○ 消防資機材整備事業 94,019 千円 ※

○ 消防施設等整備補助事業 15,000 千円

○ 防災施設整備事業 275,501 千円 ※

○ 防災推進事業 8,157 千円

○ 自主防災組織事業 1,150 千円 ※

○ 急傾斜地対策事業 3,000 千円

○ 住宅等土砂災害対策改修支援事業 3,795 千円

【地域づくり】

○ パートナーシップ推進事業 12,856 千円

（4）地域の個性を生かしたまちづくり
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○ 大学等連携推進事業 1,047 千円

○ スポーツ拠点づくり推進事業 3,433 千円

○ 森の京都推進事業 18,025 千円

○ 南丹市魅力創出事業 10,413 千円

・シティプロモーション推進事業 3,654 千円

・歴史遺産振興事業 6,759 千円

○ アーティスト・イン・レジデンス事業 500 千円 ※

○ 自治振興補助事業 15,000 千円

○ 地域活性化支援事業 34,171 千円

○ 小学校跡施設利活用推進事業 6,803 千円

○ 小学校跡施設管理費 42,759 千円

○ 地域おこし協力隊活動推進事業 24,934 千円

○ 農村型小規模多機能自治推進事業 550 千円 ※

○ 先導的官民連携支援事業 20,000 千円 ※

〇 都市と農村との交流事業 3,971 千円

【景観保全・環境】

○ 環境計画推進事業 12,965 千円

○ ３Ｒ推進事業 4,412 千円

○ 不法投棄監視・処理事業 8,389 千円

○ 農業関連施設等管理費 141,557 千円

○ 土づくり事業 9,600 千円

【教育】

○ 学力充実、少人数指導事業 6,003 千円

○ 通学対策事業 9,910 千円

○ スクールバス運行事業 284,349 千円

〇 外国語教育推進事業 4,416 千円

○ 学校司書等設置事業 12,875 千円 ※

○ 特別支援教育推進事業 28,949 千円 ※

○ 適応指導教室管理運営事業 7,072 千円

（5） 教育・文化の振興と人権尊重のまちづくり
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〇 道徳教育の改善・充実支援事業 1,437 千円 ※

○ 小学校管理費 46,211 千円

〇 安全・安心な学校教育環境整備事業（小学校） 213,189 千円 ※

○ 情報教育機器整備事業（小学校） 16,622 千円

○ 理科教育設備整備事業（小学校） 3,000 千円

○ 情報教育機器整備事業（中学校） 13,626 千円

○ 理科教育設備整備事業（中学校） 4,000 千円

○ 通園バス運行事業（幼稚園） 39,456 千円

○ 体育施設管理費 65,418 千円 ※

○ 学校給食管理費 17,720 千円 ※

【文化・人権】

○ 男女共同参画社会推進事業 1,833 千円

○ 国際交流事業 3,164 千円

○ 人権啓発事業 5,153 千円

○ 人権教育事業 751 千円

〇 生涯学習施設改修事業 636,782 千円 ※

〇 重伝建地区保存修理補助事業 31,321 千円

〇 重要文化財保存管理事業 26,716 千円 ※

〇 社会体育振興事業 1,501 千円 ※

【行財政改革】

○ 市有財産処分等促進事業 12,897 千円

〇 行政改革推進事業 379 千円

○ ふるさと南丹応援基金積立金 60,015 千円

【その他】

○ 電子自治体推進事業 145,510 千円

○ 社会保障・税番号事業 27,284 千円

※印は、主な新規・拡充事業等のため「主要事項説明書」を添付しています。

（6） 行財政改革に基づくまちづくり

- 9 -



表１　全会計当初予算の状況 （単位：千円、％）

24,855,000 23,280,000 1,575,000 6.8

8,737,600 11,133,892 △ 2,396,292 △ 21.5

国 民 健 康 保 険 事 業 3,792,900 3,672,400 120,500 3.3

介 護 保 険 事 業 4,325,300 4,218,400 106,900 2.5

市 営 バ ス 運 行 事 業 75,900 99,200 △ 23,300 △ 23.5

土 地 取 得 事 業 300 92 208 226.1

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 543,200 498,800 44,400 8.9

下 水 道 事 業 （ ※ ） 0 2,645,000 △ 2,645,000 皆減

6,517,208 1,827,519 4,689,689 256.6

水 道 事 業 会 計 1,986,112 1,827,519 158,593 8.7

下 水 道 事 業 会 計 4,531,096 0 4,531,096 皆増

40,109,808 36,241,411 3,868,397 10.7

（※）令和２年度から下水道事業特別会計は、公営企業会計へ移行のため廃止　

２　全会計当初予算の状況

一 般 会 計

特 別 会 計

公 営 企 業 会 計

計

会　　　計　　　名 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

内

訳

内　

訳
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（１）科目別歳入予算の状況

表２　科目別歳入予算の状況 （単位：千円、％）

市民一人当たり

額（円）

市 税 4,017,094 4,003,491 13,603 0.3 16.2 127,482

地 方 譲 与 税 275,150 199,000 76,150 38.3 1.1 8,732

利 子 割 交 付 金 3,000 6,600 △ 3,600 △ 54.5 0.0 95

配 当 割 交 付 金 23,000 23,000 0 0.0 0.1 730

株式等譲渡所得割交付金 11,000 23,000 △ 12,000 △ 52.2 0.1 349

法 人 事 業 税 交 付 金 18,800 0 18,800 皆増 0.1 597

地 方 消 費 税 交 付 金 735,000 588,000 147,000 25.0 3.0 23,325

ゴルフ場利用税交付金 30,000 32,000 △ 2,000 △ 6.3 0.1 952

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 39,000 △ 39,000 皆減 0.0 0

環 境 性 能 割 交 付 金 40,000 20,000 20,000 100.0 0.2 1,269

地 方 特 例 交 付 金 27,000 57,000 △ 30,000 △ 52.6 0.1 857

地 方 交 付 税 8,850,000 8,850,000 0 0.0 35.6 280,854

交通安全対策特別交付金 4,600 5,300 △ 700 △ 13.2 0.0 146

分 担 金 及 び 負 担 金 41,268 35,210 6,058 17.2 0.2 1,310

使 用 料 及 び 手 数 料 484,218 502,040 △ 17,822 △ 3.5 1.9 15,367

国 庫 支 出 金 2,615,430 1,861,604 753,826 40.5 10.5 83,001

府 支 出 金 1,638,448 1,661,784 △ 23,336 △ 1.4 6.6 51,996

財 産 収 入 10,687 9,000 1,687 18.7 0.0 339

寄 附 金 60,301 20,001 40,300 201.5 0.2 1,914

繰 入 金 2,337,026 2,114,127 222,899 10.5 9.4 74,165

繰 越 金 100,000 100,000 0 0.0 0.4 3,174

諸 収 入 376,378 366,843 9,535 2.6 1.5 11,944

市 債 3,156,600 2,763,000 393,600 14.2 12.7 100,175

計 24,855,000 23,280,000 1,575,000 6.8 100.0 788,772

（注）市民１人当たり負担額は、令和２年の数値（令和2.1.1 現在　人口 31,511人）で端数調整しています。　　

３　一般会計歳入予算の状況

　歳入は、前年度と比較して1,575,000千円の増となっています。
　主な要因は、新たに交付される地方譲与税のうち森林環境譲与税76,150千円と法人事業税の一部を按分して
新たに交付される法人事業税交付金18,800千円のほか、地方消費税交付金147,000千円、国庫支出金753,826千
円、繰入金222,899千円、市債393,600千円の増となっています。

款 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 構成比
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（２）市　税

表３　市税予算の状況 （単位：千円、％）

市民一人当たり

負担額（円）

1,204,280 1,203,052 1,228 0.1

うち滞納繰越分 10,351 10,619 △ 268 △ 2.5

126,738 184,399 △ 57,661 △ 31.3

うち滞納繰越分 222 225 △ 3 △ 1.3

2,335,531 2,265,632 69,899 3.1

うち滞納繰越分 14,182 17,333 △ 3,151 △ 18.2

110,860 105,168 5,692 5.4

うち滞納繰越分 1,234 1,093 141 12.9

136,368 142,751 △ 6,383 △ 4.5

うち滞納繰越分 0 0 0 0

103,317 102,489 828 0.8

うち滞納繰越分 966 1,377 △ 411 △ 29.8

4,017,094 4,003,491 13,603 0.3

うち滞納繰越分 26,955 30,647 △ 3,692 △ 12.0

（注）市民１人当たり負担額は、令和２年の数値（令和2.1.1 現在　人口 31,511人）で端数調整しています。　　

市 民 税 ・ 個 人

市 民 税 ・ 法 人

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

都 市 計 画 税

計

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

38,218

4,022

74,118

3,517

4,328

3,278

127,482

　市税は、前年度と比較すると13,603千円の増となっています。
　主な要因は、市民税・法人分が大きく減となるが、固定資産税69,899千円、軽自動車税5,692千
円の増が見込まれるためです。
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（３） 地方交付税

表４　地方交付税予算の状況 （単位：千円、％）

8,000,000 8,000,000 0 0.0

850,000 850,000 0 0.0

8,850,000 8,850,000 0 0.0

9,325,800 9,550,000 △ 224,200 △ 2.3

（４） 市　債

表５　市債予算の状況 （単位：千円、％）

2,680,800 2,063,000 617,800 29.9

　うち  旧合併特例事業債 1,602,000 1,531,000 71,000 4.6

475,800 700,000 △ 224,200 △ 32.0

3,156,600 2,763,000 393,600 14.2

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

計

（参考）

地方交付税に臨時財政対策債を加えた額

普 通 建 設 事 業 債 等

臨 時 財 政 対 策 債

計

　普通交付税は、合併特例措置の最終年度（５年目）の縮減分等も見込んでいますが、新たに人口構
造の変化に応じた指標と人口集積の度合に応じた指標を反映させた「地域社会再生事業費（仮称）」
の算定も見込まれるため、前年度と同額を見込んでいます。
　特別交付税も、前年度と同額を見込んでいます。

区　　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

　市債は、前年度と比較して393,600千円の増となっています。
　普通建設事業債等では、児童福祉施設整備事業、JR八木駅舎等の整備事業、観光交流施設整備事
業、都市計画街路事業、小学校の特別教室空調設置等を行う安全・安心な学校教育環境整備事業、社
会教育施設改修事業などを見込んでいます。
　地方の財源不足に対処するため、地方交付税の一部の代替として措置される臨時財政対策債は、
224,200千円の減と見込んでいます。

区　　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率
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４　一般会計歳出予算の状況

（１）科目別歳出予算の状況

表６　科目別歳出予算の状況 （単位：千円、％）

市民一人当たり

負担額（円）

議 会 費 218,226 228,918 △ 10,692 △ 4.7 0.9 6,925

総 務 費 3,047,924 3,249,410 △ 201,486 △ 6.2 12.3 96,726

民 生 費 6,999,398 6,248,912 750,486 12.0 28.2 222,126

衛 生 費 1,911,523 1,899,823 11,700 0.6 7.7 60,662

労 働 費 8,589 8,539 50 0.6 0.0 273

農 林 水 産 業 費 1,351,858 1,253,336 98,522 7.9 5.4 42,901

商 工 費 708,214 245,635 462,579 188.3 2.8 22,475

土 木 費 3,362,060 2,968,809 393,251 13.2 13.5 106,695

消 防 費 1,360,179 988,299 371,880 37.6 5.5 43,165

教 育 費 2,663,508 2,844,069 △ 180,561 △ 6.3 10.7 84,526

災 害 復 旧 費 44,598 44,600 △ 2 0.0 0.2 1,415

公 債 費 3,158,923 3,279,650 △ 120,727 △ 3.7 12.7 100,248

予 備 費 20,000 20,000 0 0.0 0.1 635

計 24,855,000 23,280,000 1,575,000 6.8 100.0 788,772

（注）市民１人当たり負担額は、令和２年の数値（令和2.1.1 現在　人口 31,511人）で端数調整しています。　　

款 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 構成比

　科目別歳出予算は、前年度と比較すると1,575,000千円の増となっています。
　主な要因は、民生費では、児童福祉施設整備事業、民間保育所等運営支援事業などの増、商工費で
は、美山町自然文化村推進事業の増、土木費では、山陰本線駅舎等整備事業、公営住宅整備事業などの
増、消防費では、防災施設整備事業などの増が主なものです。　

- 14 -



（２） 性質別歳出予算の状況

表７　性質別歳出予算の状況 （単位：千円、％）

市民一人当たり

負担額（円）

10,059,841 9,699,836 360,005 3.7 40.5 319,249

人 件 費 4,186,212 3,701,084 485,128 13.1 16.9 132,849

扶 助 費 2,714,706 2,719,102 △ 4,396 △ 0.2 10.9 86,151

公 債 費 3,158,923 3,279,650 △ 120,727 △ 3.7 12.7 100,248

4,574,001 3,124,119 1,449,882 46.4 18.4 145,156

普通建 設事業 費 4,529,403 3,079,519 1,449,884 47.1 18.2 143,740

災害復 旧事業 費 44,598 44,600 △ 2 0.0 0.2 1,415

10,221,158 10,456,045 △ 234,887 △ 2.2 41.1 324,368

物 件 費 3,430,978 3,945,844 △ 514,866 △ 13.0 13.8 108,882

維 持 補 修 費 81,190 92,007 △ 10,817 △ 11.8 0.3 2,577

補 助 費 等 4,471,799 3,095,170 1,376,629 44.5 18.0 141,912

積 立 金 328,695 221,540 107,155 48.4 1.3 10,431

投資及 び出資 金 186,786 0 186,786 皆増 0.8 5,928

貸 付 金 2,160 2,200 △ 40 △ 1.8 0.0 69

繰 出 金 1,699,550 3,079,284 △ 1,379,734 △ 44.8 6.8 53,935

予 備 費 20,000 20,000 0 0.0 0.1 635

24,855,000 23,280,000 1,575,000 6.8 100.0 788,772

（注）市民１人当たり負担額は、令和２年の数値（令和2.1.1 現在　人口 31,511人）で端数調整しています。　　

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

計

　性質別の歳出予算は、表７のとおりとなっています。

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率 構成比
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（３） 節別歳出予算の状況

表８　節別歳出予算の状況 （単位：千円、％）

市民一人当たり

負担額（円）

報 酬 1,028,207 655,551 372,656 56.8 32,630

給 料 1,365,998 1,363,101 2,897 0.2 43,350

職 員 手 当 等 1,130,360 1,076,638 53,722 5.0 35,872

共 済 費 626,875 617,981 8,894 1.4 19,894

災 害 補 償 費 2,045 2,043 2 0.1 65

報 償 費 142,018 139,859 2,159 1.5 4,507

旅 費 59,379 30,996 28,383 91.6 1,884

交 際 費 1,111 1,319 △ 208 △ 15.8 35

需 用 費 725,114 770,777 △ 45,663 △ 5.9 23,012

役 務 費 292,885 301,996 △ 9,111 △ 3.0 9,295

委 託 料 2,718,242 2,512,995 205,247 8.2 86,263

使 用 料 及 び 賃 借 料 351,420 317,877 33,543 10.6 11,152

工 事 請 負 費 2,882,196 1,956,371 925,825 47.3 91,466

原 材 料 費 9,718 11,045 △ 1,327 △ 12.0 308

公 有 財 産 購 入 費 3,110 208,546 △ 205,436 △ 98.5 99

備 品 購 入 費 270,668 130,324 140,344 107.7 8,590

負担金補助及び交付金 5,555,322 3,779,167 1,776,155 47.0 176,298

扶 助 費 2,712,863 2,717,164 △ 4,301 △ 0.2 86,093

貸 付 金 2,160 2,200 △ 40 △ 1.8 69

補償補填 及び賠償 金 12,200 42,682 △ 30,482 △ 71.4 387

償還金利子及び割引料 3,180,123 3,300,850 △ 120,727 △ 3.7 100,921

投 資 及 び 出 資 金 186,786 0 186,786 皆増 5,928

積 立 金 328,695 221,540 107,155 48.4 10,431

公 課 費 2,226 2,075 151 7.3 71

　繰 出 金 1,245,279 2,624,988 △ 1,379,709 △ 52.6 39,519

予 備 費 20,000 20,000 0 0.0 635

賃金（令和2年度廃止） 471,915 △ 471,915 皆減 0

計 24,855,000 23,280,000 1,575,000 6.8 788,772

（注）市民１人当たり負担額は、令和２年の数値（令和2.1.1 現在　人口 31,511人）で端数調整しています。　　

　節別の歳出予算は、表８のとおりとなっています。

節 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率
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（４） 款別歳出予算の状況

　①　議会費

表９　議会費の状況 （単位：千円、％）

人 件 費 201,193 209,933 △ 8,740 △ 4.2

物 件 費 13,850 15,682 △ 1,832 △ 11.7

補 助 費 等 3,183 3,303 △ 120 △ 3.6

218,226 228,918 △ 10,692 △ 4.7

　②　総務費

表１０　総務費の状況 （単位：千円、％）

人 件 費 1,194,409 1,156,671 37,738 3.3

物 件 費 1,092,110 1,257,132 △ 165,022 △ 13.1

維 持 補 修 費 15,346 23,330 △ 7,984 △ 34.2

扶 助 費 300 300 0 0.0

補 助 費 等 365,595 339,699 25,896 7.6

積 立 金 266,458 221,527 44,931 20.3

繰 出 金 38,404 32,127 6,277 19.5

普通建 設事業 費 75,302 218,624 △ 143,322 △ 65.6

3,047,924 3,249,410 △ 201,486 △ 6.2

計

計

　議会費は、前年度と比較すると、10,692千円の減となっています。
　主な要因は、人件費では、議員報酬等の減によるものです。

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

　総務費は、前年度と比較すると、201,486千円の減となっています。
　主な要因は、物件費では、参議院議員選挙費、京都府議会議員選挙費の減によるもので、
普通建設事業費では、美山町自然文化村推進事業が、商工費への科目変更による減によるも
のです。
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　③　民生費

表１１　民生費の状況 （単位：千円、％）

人 件 費 1,287,565 973,910 313,655 32.2

物 件 費 433,336 694,883 △ 261,547 △ 37.6

維 持 補 修 費 8,102 12,362 △ 4,260 △ 34.5

扶 助 費 2,669,632 2,677,809 △ 8,177 △ 0.3

補 助 費 等 211,257 164,717 46,540 28.3

貸 付 金 2,160 2,200 △ 40 △ 1.8

繰 出 金 1,661,146 1,576,063 85,083 5.4

普通 建設 事業 費 726,200 146,968 579,232 394.1

6,999,398 6,248,912 750,486 12.0

　④　衛生費

表１２　衛生費の状況 （単位：千円、％）

人 件 費 171,247 148,063 23,184 15.7

物 件 費 445,692 445,381 311 0.1

維 持 補 修 費 1,169 2,513 △ 1,344 △ 53.5

扶 助 費 10,753 12,090 △ 1,337 △ 11.1

補 助 費 等 1,185,936 1,144,837 41,099 3.6

投資 及び 出資 金 94,176 0 94,176 皆増

繰 出 金 0 136,126 △ 136,126 皆減

普通 建設 事業 費 2,550 10,813 △ 8,263 △ 76.4

1,911,523 1,899,823 11,700 0.6

計

計

　民生費は、前年度と比較すると、750,486千円の増となっています。
　主な要因は、繰出金では、介護保険事業特別会計繰出金の増によるもので、普通建設事
業費では、児童福祉施設整備事業、民間保育所等運営支援事業の増によるものです。

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

　衛生費は、前年度と比較すると、11,700千円の増となっています。
　水道事業会計繰出金において、繰出金から投資及び出資金、補助費等の変更によるもの
のほか、主な要因は、人件費の増や直営診療所管理運営費、船井郡衛生管理組合負担事業
の増によるものです。

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率
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　⑤　労働費

表１３　労働費の状況 （単位：千円、％）

補 助 費 等 8,589 8,539 50 0.6

8,589 8,539 50 0.6

　⑥　農林水産業費

表１４　農林水産業費の状況 （単位：千円、％）

人 件 費 174,369 191,122 △ 16,753 △ 8.8

物 件 費 241,354 211,995 29,359 13.8

維 持 補 修 費 1,473 2,130 △ 657 △ 30.8

補 助 費 等 535,540 519,677 15,863 3.1

積 立 金 62,226 1 62,225 6,222,500.0

普通建 設事業 費 336,896 328,411 8,485 2.6

1,351,858 1,253,336 98,522 7.9

計

計

　労働費は、前年度と比較すると、50千円の増となっています。
　要因は、シルバー人材センター運営助成事業の増によるものです。

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

　農林水産業費は、前年度と比較すると、98,522千円の増となっています。
　主な要因は、森林環境譲与税を活用した森林環境基金の積立金の増や南丹市がんばる農業
応援事業補助金の増、野生鳥獣被害総合対策事業の増などによるものです。
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　⑦　商工費

表１５　商工費の状況 （単位：千円、％）

人 件 費 80,072 86,179 △ 6,107 △ 7.1

物 件 費 46,347 31,143 15,204 48.8

維 持 補 修 費 4,400 1,952 2,448 125.4

補 助 費 等 103,814 106,361 △ 2,547 △ 2.4

普通建 設事業 費 473,581 20,000 453,581 2,267.9

708,214 245,635 462,579 188.3

　⑧　土木費

表１６　土木費の状況 （単位：千円、％）

人 件 費 262,924 267,390 △ 4,466 △ 1.7

物 件 費 190,015 210,511 △ 20,496 △ 9.7

維 持 補 修 費 22,669 23,150 △ 481 △ 2.1

補 助 費 等 1,257,805 3,823 1,253,982 32,801.0

積 立 金 6 7 △ 1 △ 14.3

投資及 び出資 金 92,610 0 92,610 皆増

繰 出 金 0 1,334,968 △ 1,334,968 皆減

普通建 設事業 費 1,536,031 1,128,960 407,071 36.1

3,362,060 2,968,809 393,251 13.2

計

計

　商工費は、前年度と比較すると、462,579千円の増となっています。
　主な要因は、美山町自然文化村推進事業の増によるものです。

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

　土木費は、前年度と比較すると、393,251千円の増となっています。
　下水道事業会計繰出金において、繰出金から投資及び出資金、補助費等の変更によるもの
のほか、主な要因は、山陰本線駅舎等整備事業の増や公営住宅整備事業の増によるもので
す。

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率
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　⑨　消防費

表１７　消防費の状況 （単位：千円、％）

人 件 費 117,733 123,561 △ 5,828 △ 4.7

物 件 費 76,676 76,718 △ 42 △ 0.1

維 持 補 修 費 5,832 2,180 3,652 167.5

扶 助 費 1,000 1,000 0 0.0

補 助 費 等 724,142 717,626 6,516 0.9

普通建 設事業 費 434,796 67,214 367,582 546.9

1,360,179 988,299 371,880 37.6

　⑩　教育費

表１８　教育費の状況 （単位：千円、％）

人 件 費 696,700 544,255 152,445 28.0

物 件 費 891,598 1,002,399 △ 110,801 △ 11.1

維 持 補 修 費 22,199 24,390 △ 2,191 △ 9.0

扶 助 費 33,021 27,903 5,118 18.3

補 助 費 等 75,938 86,588 △ 10,650 △ 12.3

積 立 金 5 5 0 0.0

普通建 設事業 費 944,047 1,158,529 △ 214,482 △ 18.5

2,663,508 2,844,069 △ 180,561 △ 6.3

計

計

　消防費は、前年度と比較すると、371,880千円の増となっています。
　主な要因は、消防ポンプ自動車購入など消防資機材整備事業の増や移動系防災無線整備に
係る防災施設整備事業などの増によるものです。

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

　教育費は、前年度と比較すると、180,561千円の減となっています。
　主な要因は、安全・安心な学校教育環境整備事業の減によるものです。
　また、国の補正予算に対応するため、生涯学習施設改修事業の増築分を前倒しして令和元
年度補正予算に振替えています。

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率
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　⑪　災害復旧費

表１９　災害復旧費の状況 （単位：千円、％）

災害復 旧事業 費 44,598 44,600 △ 2 0.0

44,598 44,600 △ 2 0.0

　⑫　公債費

表２０　公債費の状況 （単位：千円、％）

公 債 費 3,158,923 3,279,650 △ 120,727 △ 3.7

3,158,923 3,279,650 △ 120,727 △ 3.7

　⑬　予備費

表２１　予備費の状況 （単位：千円、％）

予 備 費 20,000 20,000 0 0.0

20,000 20,000 0 0.0

計

計

計

　災害復旧費は、前年度と比較して２千円の減となっています。

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

　公債費は、前年度と比較して120,727千円の減となっています。
　主な要因は、通常償還分218,235千円の減、繰上償還分97,971千円の増によるものです。

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

区　分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率
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※公営企業会計分除く

表２２　普通会計別地方債現在高の状況（見込） （単位：千円）

一 般 会 計 24,632,100 3,156,600 3,042,444 24,746,256

市 営 バ ス 運 行
事 業 特 別 会 計

56,108 11,500 3,252 64,356

24,688,208 3,168,100 3,045,696 24,810,612

（注）令和元年度末現在高については、１２月補正予算後の見込額です。　

５　地方債現在高

計

　普通会計の地方債現在高は、令和元年度末現在高（見込）24,688,208千円から令和２年度末現在
高（見込）24,810,612千円となり、122,404千円の増となる見込です。
　市民1人あたりの現在高にすると、令和元年度末の783,479円から令和２年度末で787,364円とな
り、3,885円の増となる見込です。（令和2.1.1 現在　人口 31,511人）

会　　　計　　　名
令和元年度末

現在高（見込）
令和２年度
起債見込額

令和２年度
元金償還見込額

令和２年度末
現在高（見込）
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※公営企業会計分除く

表２３　一般会計基金現在高の状況（見込） （単位：千円）

財 政 調 整 基 金 2,846,951 835 1,394,421 1,453,365

減 債 基 金 953,736 241 305,519 648,458

ま ち づ く り 整 備 基 金 222,350 56 222,406

スプリングスひよし管理運営基金 18,693 5 18,698

地 域 福 祉 基 金 53,403 9,985 43,418

活 性 化 推 進 基 金 2,095,617 592 334,400 1,761,809

義 務 教 育 施 設 整 備 基 金 882 1 883

ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金 36,703 36,703

電 源 立 地 地 域 対 策 整 備 基 金 1 1

向山橋ほか７橋維持管理基金 20,170 6 20,176

か や ぶ き の 里 保 存 基 金 8,414 4 2,700 5,718

地 域 情 報 通 信 基 盤 整 備 基 金 237,511 8,569 58,408 187,672

園 部 女 性 の 館 管 理 運 営 基 金 21,358 5 2,713 18,650

過疎地域自立促進特別事業基金 453,622 196,140 202,900 446,862

ふ る さ と 南 丹 応 援 基 金 44,288 60,015 25,100 79,203

豊 か な 森 を 育 て る 基 金 2,759 1 2,760

森 林 環 境 基 金 35,596 62,225 97,821

7,052,054 328,695 2,336,146 5,044,603

（注）令和元年度末現在高については、１２月補正予算後の見込額です。　

表２４　特別会計基金現在高の状況（見込） （単位：千円）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 基 金 175,596 2,544 0 178,140

介 護 保 険 給 付 費 準 備 基 金 243,293 0 40,396 202,897

国民健康保険出産費資金貸付基金 1,200 0 0 1,200

国民健康保険医療費支払資金貸付基金 2,000 0 0 2,000

土 地 開 発 基 金 999,064 300 0 999,364

1,421,153 2,844 40,396 1,383,601

（注）令和元年度末現在高については、１２月補正予算後の見込額です。　

６　基金現在高

計

計

　一般会計の基金現在高は、令和元年度末現在高（見込）7,052,054千円から令和２年度末現在高（見
込）5,044,603千円となり、2,007,451千円の減となる見込です。
　市民1人あたりの現在高にすると、令和元年度末の223,797円から令和２年度末で160,090円となり、
63,707円の減となる見込です。（令和2.1.1 現在　人口 31,511人）

基金名
令和元年度末
現在高（見込）

積立額 取崩額
令和２年度末
現在高（見込）

基金名
令和元年度末
現在高（見込）

積立額 取崩額
令和２年度末
現在高（見込）
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７　特別会計予算の状況

（１） 国民健康保険事業特別会計予算の状況

表２５　国民健康保険事業特別会計予算の状況 （単位：千円、％）

国 民 健 康 保 険 税 604,719 609,840 △ 5,121 △ 0.8

一 部 負 担 金 2 2 0 0.0

使 用 料 及 び 手 数 料 400 400 0 0.0

府 支 出 金 2,861,824 2,725,482 136,342 5.0

財 産 収 入 43 38 5 13.2

繰 入 金 311,843 324,452 △ 12,609 △ 3.9

繰 越 金 5,000 5,000 0 0.0

諸 収 入 9,069 7,186 1,883 26.2

計 3,792,900 3,672,400 120,500 3.3

総 務 費 58,089 65,269 △ 7,180 △ 11.0

保 険 給 付 費 2,835,729 2,701,987 133,742 4.9

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 831,631 841,963 △ 10,332 △ 1.2

共 同 事 業 拠 出 金 3 5 △ 2 △ 40.0

保 健 事 業 費 53,326 50,151 3,175 6.3

基 金 積 立 金 2,544 2,539 5 0.2

公 債 費 325 325 0 0.0

諸 支 出 金 6,253 5,161 1,092 21.2

予 備 費 5,000 5,000 0 0.0

計 3,792,900 3,672,400 120,500 3.3

　歳入予算では、府支出金136,342千円、諸収入1,883千円の増、国民健康保険税5,121千円、繰入金
12,609千円の減となっています。
　歳出予算では、保険給付費133,742千円、保健事業費3,175千円などの増、国民健康保険事業費納付金
10,332千円、総務費7,180千円などの減となっています。

款 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

歳

入

歳

出
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（２） 介護保険事業特別会計予算の状況

表２６　介護保険事業特別会計予算の状況 （単位：千円、％）

保 険 料 755,900 801,436 △ 45,536 △ 5.7

使 用 料 及 び 手 数 料 100 100 0 0.0

国 庫 支 出 金 1,077,523 1,054,500 23,023 2.2

支 払 基 金 交 付 金 1,098,276 1,073,854 24,422 2.3

府 支 出 金 623,264 608,368 14,896 2.4

財 産 収 入 1 1 0 0.0

繰 入 金 770,230 680,135 90,095 13.2

繰 越 金 1 1 0 0.0

諸 収 入 5 5 0 0.0

計 4,325,300 4,218,400 106,900 2.5

総 務 費 92,764 85,029 7,735 9.1

保 険 給 付 費 3,940,000 3,850,000 90,000 2.3

地 域 支 援 事 業 費 280,805 271,639 9,166 3.4

公 債 費 321 321 0 0.0

諸 支 出 金 1,410 1,411 △ 1 △ 0.1

予 備 費 10,000 10,000 0 0.0

計 4,325,300 4,218,400 106,900 2.5

　歳入予算では、国庫支出金23,023千円、支払基金交付金24,422千円、府支出金14,896千円、繰入金
90,095千円の増、保険料45,536千円の減となっています。
　歳出予算では、総務費7,735千円、保険給付費90,000千円、地域支援事業費9,166千円の増となってい
ます。

款 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

歳

入

歳

出
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（３） 市営バス運行事業特別会計予算の状況

表２７　市営バス運行事業特別会計予算の状況 （単位：千円、％）

事 業 収 入 18,240 23,760 △ 5,520 △ 23.2

使 用 料 及 び 手 数 料 45 12 33 275.0

府 支 出 金 7,500 15,000 △ 7,500 △ 50.0

財 産 収 入 10 0 10 -

繰 入 金 38,404 32,127 6,277 19.5

繰 越 金 200 200 0 0.0

諸 収 入 1 1 0 0.0

市 債 11,500 28,100 △ 16,600 △ 59.1

計 75,900 99,200 △ 23,300 △ 23.5

事 業 費 72,419 95,719 △ 23,300 △ 24.3

公 債 費 3,281 3,281 0 0.0

予 備 費 200 200 0 0.0

計 75,900 99,200 △ 23,300 △ 23.5

　歳入予算では、繰入金6,277千円の増、事業収入5,520千円、府支出金7,500千円、市債16,600千円の減
となっています。
　歳出予算では、事業費はバス購入などの減により23,300千円の減となっています。

款 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

歳

出

歳

入
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（４） 土地取得事業特別会計予算の状況

表２８　土地取得事業特別会計予算の状況 （単位：千円、％）

財 産 収 入 300 92 208 226.1

計 300 92 208 226.1

総 務 費 300 92 208 226.1

計 300 92 208 226.1

　歳入予算では、財産収入で基金積立金利子収入300千円を計上しています。
　歳出予算では、総務費で基金への積立金300千円を計上しています。

款 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

歳

入

歳

出
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（５） 後期高齢者医療事業特別会計予算の状況

表２９　後期高齢者医療事業特別会計予算の状況 （単位：千円、％）

保 険 料 376,318 336,900 39,418 11.7

使 用 料 及 び 手 数 料 200 200 0 0.0

繰 入 金 165,198 160,216 4,982 3.1

繰 越 金 1 1 0 0.0

諸 収 入 1,483 1,483 0 0.0

計 543,200 498,800 44,400 8.9

総 務 費 28,620 25,981 2,639 10.2

後期高齢者医療広域連合納付金 512,980 471,219 41,761 8.9

諸 支 出 金 1,400 1,400 0 0.0

予 備 費 200 200 0 0.0

計 543,200 498,800 44,400 8.9

　歳入予算では、保険料39,418千円、繰入金4,982千円の増となっています。
　歳出予算では、総務費2,639千円、後期高齢者医療広域連合納付金41,761千円の増となっています。

款 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

歳

入

歳

出
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８　公営企業会計予算の状況

（１） 水道事業会計予算の状況

表３０　水道事業会計予算の状況
（単位：千円、％）

営 業 収 益 780,900 848,150 △ 67,250 △ 7.9

営 業 外 収 益 264,763 248,073 16,690 6.7

計 1,045,663 1,096,223 △ 50,560 △ 4.6

営 業 費 用 902,579 957,077 △ 54,498 △ 5.7

営 業 外 費 用 90,475 93,499 △ 3,024 △ 3.2

予 備 費 3,300 3,000 300 10.0

計 996,354 1,053,576 △ 57,222 △ 5.4

分 担 金 102,394 31,410 70,984 226.0

出 資 金 94,175 97,936 △ 3,761 △ 3.8

企 業 債 302,000 82,000 220,000 268.3

国 庫 補 助 金 25,400 25,000 400 1.6

他 会 計 補 助 金 120 120 0 0.0

計 524,089 236,466 287,623 121.6

建 設 改 良 費 680,399 487,817 192,582 39.5

企 業 債 償 還 金 309,359 286,126 23,233 8.1

計 989,758 773,943 215,815 27.9

　収益的収入予算では、営業収益67,250千円の減、営業外収益16,690千円の増となっています。
　収益的支出予算では、営業費用54,498千円、営業外費用3,024千円の減となっています。
　資本的収入予算では、287,623千円の増となっています。
　また、資本的支出では、配水設備の拡張や改良等に係る費用で、建設改良費が192,582千円の増とな
り、企業債償還金は23,233千円の増となっています。

区分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

収

入

支

出

収

入

支

出

収

益

的

資

本

的
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（２） 下水道事業会計予算の状況

表３１　下水道事業会計予算の状況 （単位：千円、％）

営 業 収 益 651,517 0 651,517 皆増

営 業 外 収 益 2,151,805 0 2,151,805 皆増

計 2,803,322 0 2,803,322 皆増

営 業 費 用 2,372,504 0 2,372,504 皆増

営 業 外 費 用 336,690 0 336,690 皆増

特 別 損 失 90,624 0 90,624 皆増

予 備 費 3,300 0 3,300 皆増

計 2,803,118 0 2,803,118 皆増

負 担 金 及 び 分 担 金 13,052 0 13,052 皆増

出 資 金 92,610 0 92,610 皆増

企 業 債 699,500 0 699,500 皆増

補 助 金 2,000 0 2,000 皆増

計 807,162 0 807,162 皆増

建 設 改 良 費 78,242 0 78,242 皆増

企 業 債 償 還 金 1,649,736 0 1,649,736 皆増

計 1,727,978 0 1,727,978 皆増

区分 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

収

入

支

出

収

入

支

出

　下水道事業会計については、令和2年度から特別会計から公営企業会計となっていますので、すべて
の収入支出について皆増となっています。

収

益

的

資

本

的
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（参考）

（歳入）

405,000 千円

（歳出）

3,880,778 千円

【財源充当内訳】

国府支出金 地方債 その他
地方消費税交付金

（社会保障財源化分）
その他

自立支援給付事業 1,017,410 757,961 0 0 48,326 211,123

障害者自立支援利用者負担軽減事業 438 0 0 0 82 356

発達支援センター管理運営費 39,821 9,569 0 248 5,589 24,415

高齢者福祉サービス事業 49,564 0 0 47,000 478 2,086

老人保護措置費 23,978 0 0 1,671 4,155 18,152

後期高齢者医療事業 465,249 0 0 0 86,660 378,589

子宝祝金事業 23,419 0 0 0 4,362 19,057

子育て手当支給事業 37,720 0 0 0 7,026 30,694

入学祝金支給事業 17,690 0 0 0 3,295 14,395

保育所管理運営費 163,783 962 6,500 72,427 15,627 68,267

生活保護費支給事業 635,050 476,251 0 1 29,579 129,219

小　　計 2,474,122 1,244,743 6,500 121,347 205,177 896,355

国民健康保険事業特別会計繰出金 311,843 146,838 0 0 30,735 134,270

介護保険事業特別会計繰出金 729,834 39,966 0 97 128,480 561,291

後期高齢者医療事業特別会計繰出金 165,198 102,436 0 19 11,687 51,056

小　　計 1,206,875 289,240 0 116 170,902 746,617

各種検診事業 65,762 811 0 2,764 11,583 50,604

予防接種事業 91,775 3,989 0 115 16,330 71,341

直営診療所管理運営費 42,244 5,000 0 31,836 1,007 4,401

小　　計 199,781 9,800 0 34,715 28,921 126,345

3,880,778 1,543,783 6,500 156,178 405,000 1,769,317

　　　　　　　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費
　　　　　　　その他社会保障施策（財源充当分）に要する経費

・地方消費税交付金（社会保障財源化分）

・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費（財源充当分）

（単位：千円）

財源内訳

特定財源 一般財源

合　　　計

事業名 事業費

社
会
保
険

保
健
衛
生

社
　
会
　
福
　
祉
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（参考）

103,317 千円

国府支出金 地方債 その他 都市計画税 その他

 土地区画整理事業 27,854 0 26,300 0 1,554 0

 都市計画街路事業 68,910 13,000 52,100 0 3,810 0

 都市計画公園事業 19,207 0 0 0 19,207 0

 地方債償還額（都市計画事業） 431,657 0 0 0 28,234 403,423

 下水道事業会計繰出金 772,246 0 0 0 50,512 721,734

計 1,319,874 13,000 78,400 0 103,317 1,125,157

76,150 千円

国府支出金 地方債 その他
森林環境
譲与税

その他

 森林環境基金積立金 62,225 0 0 25 62,200 0

 森林経営管理推進事業 14,747 0 0 0 13,950 797

計 76,972 0 0 25 76,150 797

都市計画税の使途内訳

　　都市計画税予算額

（単位；千円）

財源内訳

特定財源 一般財源

森林環境譲与税の使途内訳

森林環境譲与税予算額

（単位；千円）

財源内訳

特定財源 一般財源

事業名 事業費

事業名 事業費
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１　趣　旨

２　内　容

歳出予算

・消耗品：育児用品＠800円×210人＝168千円

〔特定財源〕

事 業 名 赤ちゃん応援隊活動事業

予　算　額 168千円 所 管 福祉保健部　子育て支援課

・府補助金　　赤ちゃん応援隊活動事業補助金（2分の1）

　

産前・産後サポート事業での妊婦訪問の機会を活用するなどし、育児用品等をプ
レゼントする。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

概ね1歳未満の乳児を養育する家庭や妊婦のいる家庭に、赤ちゃん応援隊と
して地域の子育て経験者等が訪問し、子育てに関する情報提供や相談、助言
を行う。その初回訪問時に育児用品等をプレゼントする。本市では、産前・
産後サポート事業での妊婦訪問と併せて実施する。京都府の赤ちゃん応援隊
活動事業として実施する。
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１　趣　旨

２　内　容

・ 新制度未移行の幼稚園を利用する子ども（1号、2号認定）

月間利用者見込 ×12月

人

・ 新制度未移行の幼稚園預かり保育、認可外保育施設等を利用する子ども

月間利用者見込 ×６月

人

・ 認可外保育施設等を利用する子ども（3～5歳）、その他

月間利用者見込 ×12月

人

補足給付事業分

〔特定財源〕

事 業 名 子ども・子育て支援給付事業

予　算　額 38,538 千円 所 管 福祉保健部　子育て支援課

月額 25,700円

90 2,313,000 27,756,000

月額 11,300円 （2号認定）

40 452,000 5,424,000

（2号認定）

月額 37,000円

10 370,000 4,440,000

918,000

合計 38,538,000

・子育てのための施設等利用給付交付金

・子ども・子育て支援交付金

・子育てのための施設等利用給付交付金 

　

昨年１０月より開始した「幼児教育・保育の無償化」において、子どもの
ための教育・保育給付及び子育てのための施設等の利用給付を行う。（子
ども・子育て支援新制度に移行していない幼稚園保育料及び預かり保育、
認可外保育所等の利用者への施設等利用料の給付[償還払い]）

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

事 業 名 第三の居場所運営管理事業

予　算　額 6,584千円 所 管 福祉保健部　子育て支援課

諸収入、雑入：Ｂ＆Ｇ財団助成金

　

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

　子どもの家庭環境はさまざまで、親から与えられる「物」や「経験」・「知識」・「情緒
的関わり」もさまざまである。子育ての第一義的役割は家庭にあるが、家庭に不足する「養
育力」を補うための支援を要する家庭もあり、現に学校をはじめ、教育・福祉・保健分野の
行政機関や民間団体・組織等も含めた支援を、要保護児童対策地域協議会の枠組みを中心と
して支援しているケースもある。現状でも、個々の必要性に応じた支援を展開してきている
が、新たな支援のツールとして、学校や家庭に代わる居場所「第三の居場所」では、次のこ
とを基本目的とする。
　・自己肯定感を養い、心の豊かさと生きる力を向上させる場とする。
　・児童が家庭的な雰囲気の中で安心して過ごし、宿題をし、食事をとり、手伝いをし、
　　会話を楽しみ、身につけてほしい習慣と感じてほしい人との関わりを体感し、自立
　　した大人になれるようその基礎を培う場とする。
　・児童と家庭の状況は様々であるため、個々によって目標とするものは異なり、個々
　　に応じた支援を行う。

事業計画（案）
　○運営開始時期：令和２年１０月　（施設の完成が９月予定）
　○開設準備：人員確保、スタッフ研修（Ｂ＆Ｇ財団オープン前研修）、物品調達、
　　管理業務契約、関係機関運営協議・連携　等
　○対象児童：当初は小学校１年生～６年生（園部小学校区）
　○受入人数：15人まで
　○運営時間：（平日） 放課後～２０時、　（土曜日） 夕方　～２０時
　　　　　　　　　（長期休暇） 開始時間検討中～２０時
　○スタッフ数：主担当（拠点マネージャー）１名、支援員２名（寄り添い支援、
　　　　　　　　夕食調理　等） 
　○食事：有※保護者の帰りが遅く必要な児童に提供する。
　○送迎：無
　○利用料金：検討中　※生活困窮世帯は無料の予定（生活保護世帯、ひとり親世帯は
　　　　　　　　　　　　無料、住民税非課税世帯は減免　等）
　○利用者案内：基本的には関係機関からの情報により対象児童（家庭）へのアウト
　　　　　　　　リーチにより利用者を決定していく。

【実施プログラム】
　子どもたちの自立する力を育むためのサポート
　　1　学習のサポート　　2　遊び　　3　規則正しい生活のリズムづくり　4　あたたかい
食事

全体事業費　6,584千円　
支出内訳：謝礼80千円　　旅費234千円　消耗品費　658千円　燃料費45千円　印刷製本費21
千円　光熱水費206千円　修繕料30千円　賄材料費231千円　通信運搬費42千円　施設警備委
託料170千円　　事務機器リース料128千円
諸器具機械購入費3,831千円　等
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１　趣　旨

２　内　容

事業の実施体制（３課連携）

■保健医療課：母子保健の視点、関わり→広報乳児前期健診の場の提供、対象者誘導

■教育委員会社会教育課（図書館）：読書推進の視点、関わり→選書、読み聞かせ実施

■子育て支援課：子育て支援の視点、関わり

全体事業費　344千円　（単費事業）

・報償費（謝礼）　10千円：協力謝礼、研修講師謝礼

・旅費　10千円：研修参加　

・消耗品費　316千円：絵本＠870円×210人×税、布製バック＠200円×210円×税、

　　　　　　　　　スタッフアイテム（エプロン）＠2,190円×5着×税　他

〔特定財源〕

事 業 名 ブックスタート事業

予　算　額 344千円 所 管 福祉保健部　子育て支援課

・妊娠期からの子育て包括支援の総括を担う

　

「ブックスタート事業」は、乳児健診（前期）を機会として、図書館司書等が読み聞かせを
実演し、絵本をプレゼントするもので、赤ちゃんと保護者が絵本を介して心ふれあうひとと
きのきっかけを届けるという視点をもち、赤ちゃんの生まれた環境に関わらず親と共に絵本
を開くきっかけとし、絵本を通して親と子が関わる時間を創設する。

・保健医療課、図書館、ボランティア等、全体調整・コーディネート
　運営総括　予算執行　

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

核家族が増え、地域のコミュニティーも希薄化している中で、子育てを学ぶ環境や経験もな
く、自身の子育てで初めて赤ちゃんと触れるようなこともあるような中で、妊娠届出時のア
ンケートでは全体の７割の妊婦がうれしいと感じながらも、1割の妊婦が不安があると答えら
れていたり、要保護児童対策地域協議会の登録ケースでは児童虐待案件も含め全体として約
200ケースあるうちの4分の1が家庭の養育に不安や課題があるとして関わっている状況もあ
る。本市では、妊娠期からの切れ目のない支援を児童虐待の未然防止の観点からも、保健医
療課と子育て支援課の連携を軸に、妊婦訪問や赤ちゃん訪問、健診、ひろば事業、相談事業
等を通じ行っているところであるが、あらたに社会教育、読書推進の視点から「絵本」を
ツールとして、育児支援を講じることとし、「ブックスタート事業」を実施する。
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

事 業 名 子育てすこやかセンター管理運営費

予　算　額 14,833千円 所 管 福祉保健部　子育て支援課

業務委託料 11,773千円

・（国庫）子ども・子育て支援交付金　子育てすこやかセンター管理運営費全事業費の23.9％

・（府費）子ども・子育て支援交付金　子育てすこやかセンター管理運営費全事業費の23.9％

　

民間委託により、八木町を拠点に子育てつどいの広場事業を実施するとも
に、他の地域でも出張広場事業を実施し、妊婦や乳幼児及びその保護に多様
な機会と居場所を提供するほか、令和元年度から開始した学校連携型小中学
校乳幼児ふれあい事業（学校内での広場開設）と屋外事業の拡充を図り、妊
婦や乳幼児及びその保護が児童生徒、地域の方々と交流する機会を増やす。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

子育て広場：八木週5日、日吉週1日、美山週1日、園部週1日
放課後つどいの広場：八木週3日
季節イベント：4企画
土曜日開設広場：月1日
妊婦、保護者を対象とした事業：42回
学校連携型小中学校乳幼児ふれあい事業：月1日×2校【拡充】
屋外事業：4回【拡充】

上記事業の実施に係る経費

- 39 -



１　趣　旨

２　内　容

①

②

③

〔特定財源〕

・　子ども子育て支援整備交付金

事 業 名 児童福祉施設整備事業

予　算　額 367,002千円 所 管 教育委員会　社会教育課

園部たんぽぽ放課後児童クラブ・・・園部小学校敷地内への新設予定

　工事実施設計（令和元年度に実施済）

　工事（工事期間　約12ヶ月）及び工事監理業務、建築確認申請手数料　等

八木せきれい西放課後児童クラブ・・・八木西小学校敷地付近への新設予定

　工事実施設計業務

八木せきれい東放課後児童クラブ・・・八木東小学校敷地内に新設（工事中）

　施設新設工事完了に伴う関連備品の購入等

　

利用対象児童（第6学年まで）の拡大を背景として、従来から市の懸案事項となってい
た放課後児童クラブの開設場所について、可能な限り通学校内の敷地内に開設すること
とした市の基本方針を踏まえ、小学校敷地内や隣接地において新設するためのもの。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

【国庫】保育所整備交付金　国(2/3)、市（1/12）、事業者(1/4)

【国庫】認定こども園施設整備交付金　国(1/2)、市（1/4）、事業者(1/4)

事 業 名 民間保育所等運営支援事業

予　算　額 292,879 千円 所 管 福祉保健部　子育て支援課

・　

　

南丹市園部地区内における公立保育所の入所ニーズ増加にあわせ、民間
保育園を誘致し、誘致した民間保育園（認定こども園）に対し法に基づき
設置基準額の４分の３を交付金として支援するもの。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

保育所（２、３号）150人定員の基準額の場合 単位：千円

a b c=a+b

区分
国交付基準額

(2/3)

市負担

（1/12）
補助金交付額

実施設計分 13,140 8,760 1,095 9,855 3,285

本体工事 262,800 175,200 21,900 197,100 65,700

特殊付帯工事※ 15,840 10,560 1,320 11,880 3,960

開設準備費加算   2,700 1,800 225 2,025 675

合計 294,480 196,320 24,540 220,860 73,620

対象事業費 事業者

●認定こども園整備交付金

認定こども園保育所（1号）5人定員の場合、20人までの基準額を適用 単位：千円

a b c=a+b

区分
国交付基準額

(1/2)

市負担

（1/4）
補助金交付額

実施設計分 3,915 2,610 326 2,936 979

本体工事 78,300 52,200 6,525 58,725 19,575

特殊付帯工事※ 11,775 7,850 981 8,831 2,944

工事事務費 2,036 1,357 170 1,527 509

合計 96,026 64,017 8,002 72,019 24,006

対象事業費 事業者
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１　趣　旨

２　内　容

年度

R2

〔特定財源〕

事 業 名 わくわく地方生活実現事業

予　算　額 2,000 千円 所 管 農林商工部　商工課

事項 事業費 内容

移住支援金 2,000 負担金、補助及び交付金

　1,000千円×2人

計 2,000

・府補助金　3/4

　

人材不足に悩む南丹市内の中小企業の人材を東京23区又は東京圏からの移住
者から確保し、担い手不足の解消、産業の活性化及び定住促進を推進する
「わくわく地方生活実現政策パッケージ（移住支援金制度）」に京都府と連
携して取り組む

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

・国補助金　地方創生推進交付金　事業費の1/2以内

事 業 名 定住促進地域イベント支援事業

予　算　額 1,200 千円 所 管 地域振興課　地域振興部

●定住促進地域イベント支援事業補助金

●令和2年度予算額

　400,000円×3件＝1,200,000円

　

地域主体の定住促進に向けた取組を支援し、地域の新たな担い手となる移住
者の受入を推進するため、行政区又は地域団体が行う定住促進イベントに要
する経費に対して、補助金を交付する。

事業主体

①行政区
②行政区等により構成され、地域に根ざした活動を行う下記の
　全てに適合する地域団体
 (1)地域の事情に精通し、移住者の受入だけでなく、移住後の
　　支援まで丁寧に行うことができる体制を整備していること
 (2)団体の代表者、構成員、事務局並びに意思決定、事務処理
　　及び会計の方法等を規約等で定めていること

対象事業

田舎暮らし体験・現地案内会等、下記の全てに適合する定住促
進イベント
 (1)不特定多数の移住希望者に告知すること
 (2)参加する移住希望者と地域住民が交流できること
 (3)終了後も参加者に対して継続的に情報発信できる仕組があ
　　ること

対象経費
対象事業に必要な謝金、旅費、消耗品費、チラシ作成費、通信
運搬費、保険料、使用料等

補 助 額
補助金上限額400,000円/団体・補助率3/4
1団体につき申請は年度1回限り

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２　内　容

内

外

内

外

〔特定財源〕

事 業 名 Ｕターン者住宅購入等支援事業

予　算　額 1,350 千円 所 管 地域振興課　地域振興部

●Ｕターン者住宅購入等支援事業報償費

3年間(20+20+10万円)で50万円分

3年間(10+10+5万円)で25万円分

3年間(10+10+10万円)で30万円分

3年間(5+5+5万円)で15万円分

●令和2年度予算額

　1,350,000円(10件分)

　

子育て世帯の回帰による定住促進と地域経済の活性化を図るため、市内にお
いて住宅を購入、新築または改築を伴いUターンする子育て世帯に対して、
南丹市商工会が発行する商品券を交付する。

交付額

新築・新築
購入

移住促進特
別区域

改築・中古
住宅購入

移住促進特
別区域

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

対 象 者

下記の要件をすべて満たす世帯
①住宅購入・新築・改築のいずれかの契約者の世帯であって、
　当該住宅の所有者の世帯
②転入する世帯員に3年以上市外に居住したＵターン者が含まれ
　ていること
③18歳未満の子どもと、その子どもを養育している3親等以内の
　方をもって転入する子育て世帯であり、養育者のうち1人が50
　歳未満の世帯
④商品券の交付を受けた日から、引き続き本市に5年以上定住す
　ることを誓約する世帯
⑤住宅購入契約などに基づく引き渡しの前後6カ月以内に住民登
　録をした世帯
⑥前年の合計所得額が1千万円未満で、市税などの滞納がない世
　帯　ほか
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１　趣　旨

２　内　容

園部駅西口広場自転車等駐車場事業

・ 現ゲート撤去、処分

・ 新設ゲート設置

・ 新設ゲートの警備

・ ゲートのリース

施設設備借上料 3,378千円 （月額563千円×6月）

・ ゲートの警備

施設警備委託料 363千円 （月額60.5千円×6月）

計 3,741千円 ほか

〔特定財源〕

事 業 名 園部駅西口広場自転車等駐車場事業

予　算　額 18,741千円 所 管 土木建築部　都市計画課

　

経年、老朽化に伴い機能性及び利便性が低下している園部駅西口広場自転
車等駐車場の入退場ゲートを新設更新することで、日常管理機能及び利用者
の利便性を向上させることで、施設管理の合理化や利用者の増加に繋げてい
きたい。
　また、リースによる導入により、歳出予算の平準化を図る。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２　内　容

〇

〇

〇

　

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〔特定財源〕

事 業 名 山陰本線駅舎等整備事業　

予　算　額 915,219千円 所 管 土木建築部　都市計画課

（JR八木駅） 831,019 千円

山陰本線駅舎等整備事業委託料

都市施設(自由通路）の建築

山陰本線駅舎等整備事業負担金

鉄道施設(新駅舎）の建築

詳細設計委託料

JR八木駅東口駅前広場整備基本設計

分担金

新規給水分担金　(都市施設・公衆トイレ）φ40mm

土地借上料

借地面積530ｍ2　１２か月分

手数料

新規給水申請手数料及び開栓手数料

工事請負費

借地場所周辺整備工事

（JR園部駅） 84,200 千円

工事請負費

園部駅東口駅前広場整備工事その２

分担金

新規給水分担金

手数料

新規給水申請手数料及び開栓手数料

新規給水分担金　φ20mm

・社会資本整備総合交付金

　

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

（JR八木駅）
老朽化したJR八木駅舎の改築及び自由通路の建設を行うことで、利用者

の利便性を図り、また、駅の東西からの利用を可能とすることで、八木駅
西土地区画整理事業と併せた定住促進や地域活性化を促進する。
（JR園部駅）

京都府が施工する府道園部停車場線整備事業及び無電柱化事業に合わ
せ、園部駅東口駅前広場の整備及び無電柱化を行い、利用者の利便性向上
及び防災機能の強化を図る。
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１　趣　旨

２　内　容

以下の３公園について、リースにより複合遊具及びブランコを設置する。

・ 設置する公園

小山西町公園（開園　昭和53年）

城南町公園（開園　昭和51年）

二本松公園（開園　平成６年） ※天神川公園公園廃止に伴う設置

・リース料（期間７年間）

3,263,700円 （494.5千円/月×6月×1.1）

〔特定財源〕

事 業 名 都市計画公園事業

予　算　額 19,207千円 所 管 土木建築部　都市計画課

　

経年、老朽化に伴う部材の劣化や安全基準を満たしていない複合遊具３基
（小山西町公園、城南町公園、二本松公園）を令和元年度に撤去したところ
である。子供の健全な発育や子育て世代の定住促進及び地域住民のニーズに
対応するため、予算の平準化を考慮するとともに早期供用開始に向け設置し
ていきたい。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

事 業 名 京野菜集出荷・加工体制整備事業

予　算　額 240 千円 所 管 農林商工部　農業推進課

・京野菜集出荷・加工体制整備事業補助金

　

実需ニーズの強いブランド京野菜における生産現場での一次処理・加工に必
要な機械整備等を支援することにより、一次処理コストを削減し、京野菜の
生産増加を目指す。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

京野菜集出荷・加工体制整備事業

・品目：九条ねぎ

・ねぎ皮むき機、コンプレッサー、動力電気工事
　533,899円×府補助率45％≒240,000円

・事業費　240千円
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

事 業 名 メタン発酵消化液等の肥料利用の促進事業

予　算　額 5,923 千円 所 管 農林商工部　農業推進課

・メタン発酵消化液等の肥料利用の促進事業補助金

　

八木バイオエコロジーセンターにおいて、メタン発酵消化液の水処理に係る
経費の削減が課題となっていることから、液肥としての利用拡大を図り、処
理量を削減する必要がある。国の事業を活用し、地域での液肥利用の拡大を
図るための取り組みを進める。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

メタン発酵消化液等の肥料利用の促進事業

・液肥の散布実証
・散布実証等の結果を肥効分析
・液肥の利用拡大に向けた研修会の実施

・事業費　5,923千円
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

（実質的には市5％の負担）

事 業 名 地籍調査事業

予　算　額 2,022 千円 所 管 農林商工部　農業推進課

・地籍調査事業　国50％、府25％、市25％（特別交付税措置の対象）

　

事業休止により事業推進が遅れている地籍調査を再開する。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

国土調査法に基づき、市町村が事業主体となって、一筆ごとの土地所有
者、地番、地目、境界、面積を正確に調査し、測量を行う。
調査結果は、登記所に送付され、それをもとに登記所において登記簿、地
図が更新される。

◇効果
　・森林管理の適正化　　　　　　　　・土地取引の円滑化
　・災害復旧時の迅速化　　　　　　　・課税の適正化
　・公共事業の円滑化　　　　　　　　・土地に係るトラブルの未然防止

・地籍調査推進協力員謝礼　　　　　　　　　　　　　　900,000円
・普通旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 17,000円
・業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,100,000円
・京都府国土調査推進連絡協議会負担金　　　　　　　　　5,000円
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１　趣　旨

２　内　容

年度

R２

〔特定財源〕

事 業 名 特用林産振興事業

予　算　額 1,196 千円 所 管 農林商工部　農山村振興課

事項 事業費（千円） 内容

委託料 550 試験栽培、栽培技術の向上等に係る委託料

計 550

　

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

朝倉山椒の生産量の減少により需要に対して供給が追い付いていない状
況である。栽培技術と品質向上により生産量の拡大を図り、地域特産物と
して定着させる必要があります。
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１　趣　旨

２　内　容

年度

R２

〔特定財源〕

事 業 名 森林経営管理推進事業

予　算　額 14,747 千円 所 管 農林商工部　農山村振興課

事項 事業費（千円） 内容

需用費 577 森林計画図コピー代　136,620円

森林情報システムGIS購入　440,000円

手数料 220 森林情報システムセットアップ手数料

委託料 13,950 経営管理権設定に伴う意向調査等

計 14,747

・　森林環境譲与税

　

平成３１年４月によりスタートしました「森林経営管理法」に基づき、森林
環境譲与税を活用して、森林経営が行われていない人工林等について、森林
整備を行い、林業の経営の効率化と森林の適正な管理を行う。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２　内　容

計

〔特定財源〕

事 業 名 野生鳥獣被害総合対策事業（有害鳥獣捕獲対策事業）

予　算　額 122,004千円 所 管 農林商工部 農山村振興課

捕獲鳥獣減容化施設設置事業

・実施設計業務 一式 2,500千円

・施設建築工事 一式 20,000千円

・設備設置業務 一式 37,000千円

・冷凍庫等設置業務 一式 3,000千円

・鑿泉工事 一式 8,000千円

70.500千円

・　野生鳥獣被害総合対策事業補助金　　５５％（鑿泉工事除く）

　

有害鳥獣駆除において捕獲された野生鳥獣個体の処分は、従来一部のジビエ利
用を除いては山林に埋設されてきた。

埋設自体は合法ではあるが、捕獲者に莫大な労力が伴い埋設地も死骸で飽和す
るなど問題が多い。また環境面においても配慮する必要がある。

減容化処理施設を設置することにより捕獲者が捕獲活動に専念でき捕獲数の増
を図るとともに、環境面でも行政として健全な処理を行うことができる。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２　内　容

年度

R2

〔特定財源〕

　 　

事 業 名 観光協会事業

予　算　額 4,521 千円 所 管 農林商工部　観光交流室

事項 事業費 内容

観光協会運営補助金 4,521,000 るり渓観光協会　   54,000円

八木町観光協会　  513,000円

日吉町観光協会　2,454,000円

園部町観光協会　1,500,000円

計 4,521,000

南丹市は旧町それぞれに異なる観光の魅力がある。観光地としての南丹市
の知名度向上を図り、観光ネットワーク体制を更に確立するため、市内の観
光協会の運営及び事業実施を支援する。
新たに園部地域の観光推進を図るため園部町観光協会（仮称）への支援を

開始し、入込客数、消費額ともに増加を目指す。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

事 業 名 観光文化資源活用推進事業

予　算　額 １，６４６千円 所 管 農林商工部　観光交流室

◎　補助金　１，６４６千円

○　補助金交付団体：森の京都なんたんエコミュージアム実行委員会

・事業内容

①　デジタルコンテンツ制作事業（情報発信事業）

②　公開講座事業（人材育成事業）

③　地域学芸員養成講座事業（人材育成事業）

　

地域の人々の生活やその自然と文化及び社会環境の発展過程を史的に研究
し、市内の有形・無形の文化遺産等を現地において、保存と育成、また、展
示することによって、市全体を野外博物館『森の京都「なんたん」エコ
ミュージアム』と称して、地域振興や観光・産業振興等に活用する事業を展
開する。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２　内　容

年度

R2

〔特定財源〕

　 　

事 業 名 美山町自然文化村推進事業

予　算　額 489,283 千円 所 管 農林商工部　観光交流室

事項 事業費 内容

需用費 400,000 修繕料

委託料 10,780,000 美山町自然文化村河鹿荘整備事業増築工事

監理業務委託料

10,406,000 自然文化村施設管理委託料　

（土地借上料除く）

使用料及び賃借料 595,000 キャンプ場用敷地土地賃借料（4箇所）

工事請負費 459,063,000 美山町自然文化村増築工事　

備品購入費 8,039,000 諸器具機械購入費として

計 489,283,000

・農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）

都市住民との交流拠点である美山町自然文化村の運営。本施設は築30年を
経過し修繕を必要とする箇所も多いため、中長期的な計画に基づき施設全体
の修繕とともに変化する利用者ニーズやインバウンドに対応した施設整備を
行い、安全で快適に利用できる観光拠点することで都市との交流を促進す
る。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

- 56 -



１　趣　旨

２　内　容

事業名：成年後見制度利用促進事業

成年後見制度普及啓発事業 成年後見センター運営委員報酬

専門職相談・講師謝礼

出張旅費・費用弁償

消耗品費

郵券代

相談支援員（社会福祉士）

成年後見制度利用支援事業 市長申立に必要な切手代

手数料（印紙代・精神鑑定料）

成年後見制度利用支援事業助成金

市民後見人人材育成事業 フォローアップ研修講師料他

消耗品費

郵券代

市民後見人賠償保険料【新規】

施設使用料

〔特定財源〕

・地域生活支援事業費等補助金(国庫補助金1/2、府補助金1/4）

・地域医療介護総合確保事業費補助金　10/10

　

事 業 名 成年後見制度利用促進事業

総予算額 6,906千円
所
管

福祉保健部　福祉相談課

事業費 内容

188,000

【新規】 143,000

58,000

83,000

4,000

2,270,000

25,000

624,000

3,360,000

50,000

68,000

13,000

14,000

6,000

6,906,000

　認知症、知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が十分でない人が、
成年後見制度を円滑に利用できるよう支援を行い、地域で安心して暮らして
いけるように、また、市民への成年後見制度の普及啓発、相談・支援、市民
後見人の活動支援などの体制整備を進めるにあたり、成年後見センターを設
置し、成年後見制度の利用促進を図る。
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要
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

事 業 名 障害者計画策定事業

予　算　額 5,238 千円 所 管 福祉保健部　社会福祉課

●計画の位置づけ

計画名 期間 根拠法 性格

●事業費の内訳

細節 積算基礎 金額

印刷製本費 計画書100部×800円 80,000

通信運搬費 アンケート等郵送1,100部×94円＋返信580部×94円 157,920

業務委託料 計画策定 5,000,000

計 5,237,920

　

平成３０年３月に策定した南丹市障害者計画及び第５期南丹市障害福祉計
画、第１期障害児福祉計画のうち、第５期南丹市障害福祉計画、第１期障
害児福祉計画が令和２年度に最終年度を迎えるため、新たな障害福祉計画
及び障害児福祉計画を策定する。

障害福祉計画 R3～5 障害者総合支援法
福祉サービス等の必要量やその確
保のための方策等を定める実施計
画

障害児福祉計画 R3～5 児童福祉法
障害児通所支援・相談支援の必要
量や提供体制確保等について定め
る実施計画
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の　
　
　
　

概　
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

事 業 名 地域密着型サービス等整備助成事業

予　算　額 37,795千円 所 管 福祉保健部 高齢福祉課

・地域密着型サービス等整備助成事業補助金

　

　南丹市美山町内で、社会福祉法人が施設整備を計画している小規模多機能型居宅
介護事業所の施設整備に伴う補助金。
　事業所は令和３年度当初の開設を目指す。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

○建物解体・内装改修等工事　
（小規模多機能型居宅介護事業所への改修）
　規模：１階床面積291.72㎡
　概算見積額：57,998,000円

「地域密着型サービス等整備助成事業」
①小規模多機能型居宅介護事業所の整備…1施設あたり基準額33,600,000円（補助率
10/10）
・補助金の額：基準額の合計と対象経費の実支出額を比較していずれか少ない方の　
額に、補助率を乗じて得た額
②施設開設準備経費等支援事業…宿泊サービス利用定員1人あたり839千円
　定員5人×839,000円＝4,195,000円

- 59 -



１　趣　旨

２ 内容

年度

2 会計年度任用職員報酬（短時間）

普通旅費

印刷製本費

クリーニング料

へき地診療所医師派遣委託料

（美山林健センター診療所分）

 　　　　医師派遣会社への紹介料

〔特定財源〕

事 業 名 直営診療所管理運営費

予　算　額 38,806 千円 所 管 福祉保健部　保健医療課

事項 事業費 内容

報酬 1,174

旅費 84

会計年度任用職員費用弁償

需用費 3,447 消耗品費

燃料費

光熱水費

修繕料

医薬材料費

役務費 327 通信運搬費

任意保険料

委託料 33,226 施設警備委託料

備品機器保守点検管理委託料

検査委託料

電算等保守管理委託料

廃棄物処理委託料

　　　　 　54千円×150日＝8,100千円

（新直営診療所分）

　　　　 医師給与　　　  19,552千円

　　　　　　      　　　  3,911千円

使用料及び賃借料 452 事務機器リース料

ソフトウェア使用料

負担金、補助及び交付金 96 負担金

・　医療施設運営費等補助金　　　　　　　

・　南丹市林健センター診療所事業収入　

　

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

過疎高齢化が進む地域（美山町）において、地域住民の健康管理、増進に
必要な医療を提供するため、直営診療所（南丹市林健センター診療所）を開
設している。現在、美山地域に医療の提供をされている公設民営の美山診療
所を含め、美山地域の医療の供給体制について、医療対策審議会に諮問し答
申をいただくこととしており、令和３年４月からの直営診療所の開設にむけ
た準備を進めていかなければならない。しかし、開設までの準備期間におい
て、美山診療所が継続出来なければ、美山地域の市民の皆さんに医療の提供
が出来なくなり、空白期間を作ることになるため、そのような事態を招かぬ
よう、準備期間を含め、直営診療所管理運営費に医師及び医師派遣業者との
委託経費を計上
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１　趣　旨

２ 内容

〔特定財源〕

事 業 名 移動通信用施設整備事業

予　算　額 37,195 千円 所 管 地域振興部　情報課

・負担割合　国1/2　府1/5　市3/10

　

携帯電話等エリア整備事業を活用し、携帯電話利用不能エリアの解消を図
る。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

・分筆登記委託料　　 731千円
・設計監理委託料　10,406千円
・鉄塔関係工事　　10,558千円
・ドコモ携帯用アンテナ設備購入費　15,500千円

         合計　   37,195千円
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１　趣　旨

２ 内容

年度

R２

〔特定財源〕

事 業 名 公営住宅整備事業

予　算　額 100,200千円 所 管 土木建築部　営繕課

事項 事業費（単位：千円） 内容

事務費 200

工事請負費 100,000

計 100,200

＊Ｒ２以降長寿命化計画に基づき国費を要望予定

計 0

・社会資本整備総合交付金

　

市営住宅向河原団地の適正な管理を行うため、施設の改修を行うととも
に、国庫補助事業を活用し、建物の長寿命化を図るものである。

市営住宅園部向河原団地長寿命化改修工事
請負費

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２ 内容

年度

2

〔特定財源〕

事 業 名 消防団活動拠点施設整備事業

予　算　額 35,816千円 所 管 危機管理対策室

事項 事業費 内容

委託料 4,950 測量委託料　　　 4,500千円×1.1

工事請負費 30,866 木崎町消防詰所　28,060千円×1.1

計 35,816

　

市が管理する消防詰所（木崎町）の老朽化に伴い、より機能性、利便性の高
い施設に改築することで消防活動の向上を図る。令和元年度に実施設計を行
い、令和２年度に工事を行う。
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業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
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１　趣　旨

２ 内容

年度

2

〔特定財源〕

事 業 名 消防資機材整備事業

予　算　額 94,019千円 所 管 危機管理対策室

事項 事業費 内容

消耗品費 584 消防ホース

自動車損害保険料 27 自賠責保険料　8,720円×3台

諸器具機械購入費 93,351 小型ポンプ　2,200,000円×8台

消防資機材　　495,000円×4支団

消防自動車　24,000,000円×3台

ジェットシューター　32,200×50台

自動車重量税 57 自動車重量税　18,700円×3台

計 94,019

　

老朽化した消防小型動力ポンプ（耐用年数概ね１５年経過）、消防車両
（２０年経過）の更新及びジェットシューター等を配備することにより地
域消防力の強化を図る。
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１　趣　旨

２ 内容

年度

2

〔特定財源〕

事 業 名 防災施設整備事業

予　算　額 275,501千円 所 管 危機管理対策室

事項 事業費 内容

手数料 1 無線免許申請　1,000円

監理業務委託料 13,000 移動系無線　13,000,000円

工事請負費 251,500 移動系無線　240,000,000円

市道長谷萱野線道路整備工事 11,500,000円

負担金 11,000 長老ヶ岳中継所への連絡道路修理負担金

計 275,501

原子力災害対策事業費補助金 　　11,500千円

　

有事の際に消防団が使用する移動系無線が、現有のものはアナログである
ため、改正された電波法に対応するため、デジタルに切り替える。
また、原子力防災に対応する道路整備を行う。
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１　趣　旨

２ 内容

年度

2

〔特定財源〕

事 業 名 自主防災組織事業

予　算　額 1,150千円 所 管 危機管理対策室

事項 事業費 内容

補助金 1,150 自主防災組織活動費補助金　

30,000×25団体

防災士資格取得助成金

40,000円×10人

計 1,150

　

災害意識の向上と災害時における自助、共助の向上を図るため自主防災組織
の訓練等に対する補助を行うとともに、地域におけるリーダー育成を図るた
め、防災士養成研修講座受講費用の一部を補助することで組織力の強化を図
る。
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業　
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１　趣　旨

２ 内容

年度

2

※負担金額　…　府：事業費の3/4　市：事業費の1/4

【事業費】

・1年目　…　2,000千円

・2年目　…　6,000千円

〔特定財源〕

事 業 名 アーティスト・イン・レジデンス事業

予　算　額 500千円 所 管 地域振興部　地域振興課

事項 事業費 内容

負担金、補助金及び交付金 500 アーティスト・イン・レジデンス事業負担金

計 500

・国補助金　地方創生推進交付金　事業費の1/2以内

　

市民と芸術家が交流する機会を創出することにより、地域が持つ可能性や
その魅力をアートを通じて地域内外に発信することで、交流人口の拡大、
地域の活性化に繫げることを目的に実施される事業に対し、負担金を支出
する。
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１　趣　旨

２ 内容

年度

2

〔特定財源〕

・府補助金　農村型小規模多機能自治推進事業補助金　事業費の10/10以内

　

事 業 名 農村型小規模多機能自治推進事業

予　算　額 550千円 所 管 地域振興部地域振興課

事項 事業費 内容

負担金、補助金及び交付金 550 ・NPO法人摩気高山の郷振興会　350,000円

　（農山漁村コミュニティ事業　700,000円×1/2）

・美山町鶴ヶ岡振興会　100,000円

　（農山漁村コミュニティ事業　200,000円×1/2）

・美山町平屋振興会　100,000円

　（農山漁村コミュニティ事業　200,000円×1/2）

計 550

過疎化・高齢化が進む農山漁村の持続可能性を確保するため、経済基盤の確
立の上に地域活動を継続することができる地域コミュニティの核となる組織
づくりを支援する京都府の補助事業「農村型小規模多機能自治推進事業」
に、南丹市内の地域連携組織が申請される事業が採択されるため、補助金を
交付する。
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要

・NPO法人　摩気高山の郷振興会
　里の公共員と連携し、小学校跡施設の利活用の検討、空き家を活用した定
住促進、地域の高齢者対策を検討する。
・美山町鶴ヶ岡振興会
　里の公共員と連携し、小学校跡施設の活用と地域の高齢者の見守り活動等
を継続する。
・美山町平屋振興会
　里の公共員と連携し、平屋地域活性化センターの活用による地域のなりわ
いづくりを検討する。
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１　趣　旨

２ 内容

年度

2

〔特定財源〕

事 業 名 先導的官民連携支援事業

予　算　額 20,000千円 所 管 地域振興部　地域振興課

事項 事業費 内容

委託料 業務委託料 20,000 コンサルタント等専門家の調査等業務委託料

計 20,000

・国補助金　先導的官民連携支援事業補助金　事業費の10/10以内

　

南丹市美山地域を先導地域として、民間事業者の導入・連携することによ
り、公共施設や民間施設・地域資源等を活用し、地域の活性化となる事業の
実施に向けた調査等を行う。
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概　
　
　
　

要
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１　趣　旨

２ 内容

「ことばの力育成支援員」勤務時間の増を行うことにより、

① 学校図書室に行けば、いつでも「ことばの力育成支援員」がいる環境

② 蔵書整理等の読書環境の整備の充実

③ スキルアップのための研修・連携会議への積極的な参加

１校あたりの配置時間数

園部小・園部中 ２４時間/週

園部第二小 １８時間/週

上記以外の小中学校 １５時間/週

★園部小・園部中・園部第二小学校以外の学校について

１５時間/週　⇒　 ２０時間/週 に配置時間を増額する。

〔特定財源〕

事 業 名 学校司書等設置事業

予　算　額 12,875 千円 所 管 教育委員会　学校教育課

　

子どもたちの「確かな学力」につながる「ことばの力」の育成をはかることを目的
に南丹市立小中学校に「ことばの力育成支援員」を配置して、子どもたちに対して
本に触れる機会を増やすことや読書環境を整えることで、効果的な読書活動に繋げ
る。
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１　趣　旨

２ 内容

「特別支援教育支援員」を１８名雇用し、南丹市立小中学校に配置

人件費（会計年度任用職員）

〔特定財源〕

事 業 名 特別支援教育推進事業

予　算　額 28,949 千円 所 管 教育委員会　学校教育課

27,732 千円

　

特別な教育的支援を必要とする児童生徒に対して、きめ細かで個に応じた指
導や支援を行うとともに、本市小中学校・園における特別支援教育の充実を
図る。

事　
　
　
　

業　
　
　
　

の　
　
　
　

概　
　
　
　

要

- 71 -



１　趣　旨

２ 内容

推進地域を指定して道徳教育の効果的な取組（CSの活用等）に関する

実践研究を行い、その成果を普及し、地域の実態や課題の解決を図る。

市教委主催の研修会の実施

運営委員会、研究推進委員会、研究発表会の開催

道徳教育パワーアップ研究協議会の開催

（千円）

報償費（謝礼）

需用費（消耗品費　ほか）

自動車借り上げ料　ほか

〔特定財源〕

事 業 名 道徳教育の改善・充実支援事業

予　算　額 1,437 千円 所 管 教育委員会　学校教育課

81

1,051

305

　

国・府の事業を活用して、家庭・地域との連携強化などの地域の特色を生か
した道徳教育の取組を進めるとともに、効果的かつ多様な指導方法の普及等
による教員の指導力向上につなげる。
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１　趣　旨

２ 内容

①

②

①

②

①

②

　園部小学校の体育館については、昭和４０年（築５３年）に建築し、老

朽により屋根から雨漏りが生じ、また、内外装共に劣化の進行が見受けら

れるため、教育環境の改善と施設の長寿命化を図る大規模改修を行う。

あわせて地域学校協働活動推進員の活動拠点である「地域交流室」の整備

（空調設備整備含む）も行う。

　また、市内６小学校の特別教室については、空調設備が未整備であるた

め、夏期の授業に支障を来しているとともに、生徒への健康面への配慮も

必要であり整備を進める。

　八木西小学校の教職員及び保護者の自動車の駐車場については、専用駐

車スペースが十分に確保されておらず、敷地内の空きスペースを使用して

いる現状であり、児童が活動する校舎や体育館の近くに駐車し、児童の安

全が十分に確保されていない。また、この小学校敷地内に放課後児童クラ

ブ施設を建設することを検討しているため、この施設職員及び保護者等の

駐車場の整備を進める必要があり、駐車場整備工事設計業務を実施する。

〔特定財源〕

　

事 業 名 安全・安心な学校教育環境整備事業（小学校）

予　算　額 213,189千円 所 管 教育委員会　教育総務課

【千円】

199,870

85,470 ①園部小学校体育館大規模改修工事

114,400 ②小学校特別教室等空調設備整備工事

7,659

3,243 ①園部小学校体育館大規模改修工事監理業務

4,416 ②小学校特別教室外空調設備整備工事監理業務

5,660

3,380 ①八木西小学校駐車場整備工事設計業務

2,280 ②八木西・東小学校屋外トイレ改築修正設計業務

・学校施設環境改善交付金

第２次南丹市総合振興計画の施策である。安全・安心な学習環境の整備に基
づき、老朽化した園部小学校体育館の改修及び未整備である各小学校特別教
室の空調設備の整備を行う。また、八木西小学校における教育施設の安心・
安全な環境を保つため、敷地内に駐車場の整備を行う工事設計業務を行う。

工事請負費

監理委託料

設計委託料
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

事 業 名 体育施設管理費　

予　算　額 65,418千円 所 管 教育委員会　社会教育課

［主な修繕等］

　〇園部公園テニスコート修繕及び関連備品の更新等　11,422千円

  

［主な管理経費］

　〇指定管理料（全30施設の内9施設）及び設備保守点検等　39,749千円

　〇その他　光熱水費等　14,256千円

　　　　　　

　

　スポーツ推進とスポーツを通じた交流によるコミュニティーの形成・拡大を進め
る上での基礎・基盤である社会体育施設の安全を確保すると同時に、円滑な運営に
資する施設管理を図るもの。
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１　趣　旨

２ 内　容

蒸気ボイラー更新工事費用

〔特定財源〕

事 業 名 学校給食管理費

予　算　額 17,720 千円 所 管 教育委員会　学校教育課

10,504 千円

　

南丹市内４調理場の施設管理費のうち、園部学校給食共同調理場の「蒸気ボ
イラー（１５年経過）」の故障に伴い、新規入れ替えを行う。
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１　趣　旨

２　内　容

① 園部文化会館（令和元年度設定の債務負担行為による継続工事中）・・・令和3年4月供用予定

② 現行の八木公民館

事 業 名 生涯学習施設改修事業

予　算　額 636,782 千円 所 管 教育委員会　社会教育課

・・・八木市民センター（令和2年4月供用予定）供用開始後

耐震不足・老朽化対策として実施中の園部文化会館（旧：園部公民館）及び八木市民セ
ンター　（旧：八木公民館）に関する改修等を実施しながらリニューアルアップを図る
もの

　・工事請負（債務負担分）、工事監理業務（債務負担分）

　・設計業務（解体業務及び解体後の八木支所への非常階段増築）
　・その他経費（物品移送経費　等）
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１　趣　旨

２ 内　容

〔特定財源〕

事 業 名 重要文化財保存管理事業

予　算　額 26,716 千円 所 管 教育委員会　社会教育課

・　国庫補助事業：1/2
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重要文化財石田家住宅の保存管理として、かやぶき屋根葺替と耐震診断
を図る。屋根は昭和48年に葺替を実施しており、2020年で47年経過する。
南北面には草木も生え、雨漏りによる躯体への影響が懸念される。耐震診
断については、平成30年6月の大阪北部地震をうけ文化庁より重要文化財
（建造物）の耐震対策が求められている状況にある。

石田家住宅はＨ30年より一般公開を再開しており、多数の見学客が訪れ
ていることから耐震診断を行い安全の確保に努める。

　〇業務委託（耐震診断委託／保守点検委託　等）
　〇工事請負（石田家住宅茅葺屋根の葺替）
　〇公開に係る経費（地元管理委託経費／光熱水費　等）
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１　趣　旨

２　内　容

〔特定財源〕

事 業 名 社会体育振興事業

予　算　額 1,501千円 所 管 教育委員会　社会教育課

【内容】①様々なスポーツ体験ができるプログラム等を含めた一体的なスポーツ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　イベントを実施（メインプログラムとして有名アスリート等を招聘した

　　　　講演会）を予定

　　　　②健康をテーマとした「ヨガ教室」の開催　

【協力】スポーツ協会等

　・公共スポーツ施設等活性化助成金

　

「東京オリンピック・パラリンピック」「ワールドマスターズゲームズ2021関西」
が日本を舞台に開催される。これらの世界的規模のスポーツ祭典を身近に感じ、盛
り上がりを肌で感じることができるこの時期を契機として、『次代につなぐスポー
ツスピリッツ』というスローガンを掲げ、今日のスポーツ界を支えてきたスポーツ
関係者による講演会を始めとして、健康をテーマに気軽に誰もが参加できるヨガ教
室の開催や、通年のプログラムとして誰でも参加できるスポーツ教室の開催といっ
た年間を通したスポーツプログラムを実施することで、市民のスポーツ熱と健康意
識が高まり、人と街がいきいきと活性化していくことを目的とする。
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